
災害対策標準化に係る検討について

【目的】

多様な主体が活動する災害時において、各機関の連携が円滑に行われ、全体として効率的な活動が行われるよう、災害の種
類や大小に関わらず適用することができる災害対策の標準化を図るための検討を行う。
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各主体において適用可能な標準的マネジメントシステムの確立
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